
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ● その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

昨年度実施した、「ＩＴ関連企業合同企業説明会」「道外の留学生向けオンライン合同企業説明会等」を廃止し、「現地外国人材マッチング支援」を
新規事業として実施。

来年度以降の方
向性

昨年度に実施した、市内企業向けの調査業務の報告書にて、行政機関へ求める施策や課題等を把握したため、これに基づいて効果的な施策を
展開したい。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

北海道大学や関係機関への積極的な事業周知により、多くの人材が事業へ参加し、内定者数も目標を達成
した。引き続き事業を進めていく。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

10人 8人 13人 12人 16人 20人

↓

アウトカム
成果指標1

国際ビジネス人材と企業のマッチングによる内定者数 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

226人 200人 246人 200人 200人 200人

人工

指標

アウトプット
活動指標1

国際ビジネス人材のマッチング事業参加者数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

1 人工

令和7年度予算額 8,600 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 1

正規職員業務量 0.6 人工

令和6年度決算額 10,044 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0.6 人工

令和6年度予算額 11,000 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

高度外国人材や国際感覚を有する人材の市内企業への採用・定着を支援する施策を通じて、市内企業の海外展開・海外企業
誘致を推進し、市内経済のグローバル化を目指す。

他都市の状況

大阪府：合同企業説明会（４３社がブース出展）
福岡県：合同企業説明会＋企業面談（３２社がブース出展）
　　　　オープンカンパニー
兵庫県：合同企業説明会（７４社がブース出展、７１０名の留学生が参加）

市民参加の実施

令和5年度決算額 5,772 千円 うち特定財源 0

施策名 様々な企業の立地や創業が進むことにより、産学官連携や、国内は

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

市内企業の海外展開を促進するためには、国際感覚を有する若者や高度外国人材である外国人留学生等の地元定着が不可
欠である。本事業では、外国人留学生や海外志向のある日本人学生などの国際ビジネス人材の市内企業への就職を支援す
るとともに、市内企業に対し海外展開や国際ビジネス人材採用の重要性を認知してもらう交流会やセミナーを通じ、国際ビジネ
ス人材の採用・定着、企業の海外展開を後押しする。

事業内容
（何を実施し）

企業のマインド・スキルアップ、国際ビジネス人材×企業マッチング、高度外国人材の採用・定着を支援する各取組を関係機関
と連携しながら実施した。
①国際ビジネス人材と市内企業との合同企業説明会等
　札幌商工会議所へ補助金を交付し、外国人留学生を中心とした国際ビジネス人材を対象にした市内企業との合同企業説明
会、企業訪問会、市内企業向けセミナー等を実施。
②市内企業向けの現状調査等
　札幌商工会議所へ補助金を交付し、国際ビジネス人材を市内へ就職・定着させるための、現状の課題調査やその課題解決
のための提案等をディスカッションするトークイベント等を実施。
③ＩＴ関連企業合同企業説明会
　北海道・札幌市海外展開連携推進協議会に負担金を交付し、道内でも留学生が多く在籍する北海道大学にてＩＴ関連企業に
特化した合同企業説明会を対面にて１度実施。
④道外の留学生向けオンライン合同企業説明会等
　北海道・札幌市海外展開連携推進協議会に負担金を交付し、道内よりも圧倒的に母数が多い首都圏に在住している留学生
を主な対象に、オンラインにて合同企業説明会を１度実施。加えて、札幌市の魅力をＰＲするとともに、北海道への就職のきっ
かけを創出。
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